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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月27日に提出いたしました第３期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)有価

証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報

告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第２ 事業の状況 

  ２ 保険引受及び資産の運用の状況 

  (参考)生命保険会社３社のソルベンシー・マージン比率 

   大同生命保険株式会社 

 

  ４ 事業等のリスク 

     Ⅱ 直接子会社のリスク 

      ２ 生命保険会社３社のリスク 

      （1）生命保険事業について 

       ①生命保険事業と法的規制 

        エ ソルベンシー・マージン比率 

        オ 実質純資産額 

 

  ７ 財政状態及び経営成績の分析 

     （3）生命保険会社３社の契約業績等（単体）の分析 

      ②その他重要事項 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 
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第一部 【企業情報】 

第２ 【事業の状況】 

２ 【保険引受及び資産の運用の状況】 

(参考) 生命保険会社３社のソルベンシー・マージン比率 

大同生命保険株式会社 

 （訂正前） 

項 目 
前事業年度末 

(平成18年３月31日) 
(百万円) 

当事業年度末 
(平成19年３月31日)

(百万円) 

ソルベンシー・マージン総額              (Ａ) 1,068,289 1,135,048

 純資産の部合計 196,573 229,827

 価格変動準備金 47,571 61,585

 危険準備金 79,079 80,382

 一般貸倒引当金 188 183

 その他有価証券の評価差額×90％(マイナスの場合100％) 539,564 510,954

 土地の含み損益×85％(マイナスの場合100％) △4,973 14,582

 解約返戻金相当額超過部分 124,207 127,608

 配当準備金中の未割当額 8,916 13,240

 将来利益 13,655 15,502

 税効果相当額 63,505 81,181

 負債性資本調達手段等 ― ―

 控除項目 ― ―

リスクの合計額                    (Ｂ) 170,317 171,889

 保険リスク相当額 Ｒ1 34,182 33,692

 予定利率リスク相当額 Ｒ2 20,493 19,197

 資産運用リスク相当額 Ｒ3 141,649 144,508

 経営管理リスク相当額 Ｒ4 3,940 3,964

 最低保証リスク相当額 Ｒ7 684 804

ソルベンシー・マージン比率 

  (Ａ) 

  (１／２)×(Ｂ) 
×100 

1,254.4％ 1,320.6％

(注) １ 上記は、保険業法施行規則第86条、第87条及び平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出してお

ります。 

２ 保険業法施行規則の改正により、平成18年度末からソルベンシー・マージン総額の算出基準が一部変更

されております（平成17年度末については、従来の基準による数値を記載しております）。 

３ 「純資産の部合計」は、次の金額を記載しております。 

① 前事業年度末は、貸借対照表の「資本の部合計」から、その他有価証券評価差額金、不動産圧縮積

立金及び利益処分における社外流出額を控除した額 

② 当事業年度末は、貸借対照表の「純資産の部合計」から、その他有価証券評価差額金、不動産圧縮

積立金、繰延ヘッジ損益及び社外流出予定額を控除した額 

４ 「土地の含み損益」は、原則として鑑定評価額、重要性の低い物件等については公示価格を用いて算出
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しております。 

５ 最低保証リスク相当額は、標準的方式を用いて算出しております。 

  （以下略） 

 

（訂正後） 

項 目 
前事業年度末 

(平成18年３月31日) 
(百万円) 

当事業年度末 
(平成19年３月31日)

(百万円) 

ソルベンシー・マージン総額              (Ａ) 1,068,289 1,134,882

 純資産の部合計 196,573 229,827

 価格変動準備金 47,571 61,585

 危険準備金 79,079 80,382

 一般貸倒引当金 188 183

 その他有価証券の評価差額×90％(マイナスの場合100％) 539,564 510,954

 土地の含み損益×85％(マイナスの場合100％) △4,973 14,582

 解約返戻金相当額超過部分 124,207 127,441

 配当準備金中の未割当額 8,916 13,240

 将来利益 13,655 15,502

 税効果相当額 63,505 81,181

 負債性資本調達手段等 ― ―

 控除項目 ― ―

リスクの合計額                    (Ｂ) 170,317 171,889

 保険リスク相当額 Ｒ1 34,182 33,692

 予定利率リスク相当額 Ｒ2 20,493 19,197

 資産運用リスク相当額 Ｒ3 141,649 144,508

 経営管理リスク相当額 Ｒ4 3,940 3,964

 最低保証リスク相当額 Ｒ7 684 804

ソルベンシー・マージン比率 

  (Ａ) 

  (１／２)×(Ｂ) 
×100 

1,254.4％ 1,320.4％

(注) １ 上記は、保険業法施行規則第86条、第87条及び平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出してお

ります。 

２ 保険業法施行規則の改正により、平成18年度末からソルベンシー・マージン総額の算出基準が一部変更

されております（平成17年度末については、従来の基準による数値を記載しております）。 

３ 「純資産の部合計」は、次の金額を記載しております。 

① 前事業年度末は、貸借対照表の「資本の部合計」から、その他有価証券評価差額金、不動産圧縮積

立金及び利益処分における社外流出額を控除した額 

② 当事業年度末は、貸借対照表の「純資産の部合計」から、その他有価証券評価差額金、不動産圧縮

積立金、繰延ヘッジ損益及び社外流出予定額を控除した額 

４ 「土地の含み損益」は、原則として鑑定評価額、重要性の低い物件等については公示価格を用いて算出

しております。 

５ 最低保証リスク相当額は、標準的方式を用いて算出しております。 

  （以下略） 
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４ 【事業等のリスク】 

Ⅱ 直接子会社のリスク 

  ２ 生命保険会社３社のリスク 

   （1）生命保険事業について 

   ①生命保険事業と法的規制 

エ ソルベンシー・マージン比率 

     （訂正前） 

ソルベンシー・マージンは、大地震や株の大暴落等、通常の予測を超えて発生するリス

クに対応するための財務的な余裕である「支払余力」を意味しております。生命保険会社

は、将来の保険金等の支払いに備えて通常予測できる範囲のリスクについては、責任準備

金を積み立てて対応しておりますが、ソルベンシー・マージンは、これを超えるリスクへ

の備えとなります。ソルベンシー・マージン比率は、「ソルベンシー・マージン総額」(純

資産の部合計、価格変動準備金、危険準備金、一般貸倒引当金等)を、通常の予測を超えて

発生するリスクを計量化した「リスクの合計額」の２分の１で割ることにより算出される

比率であります。 

生命保険会社のソルベンシー・マージン比率が200％を下回った場合には、監督当局から

早期に経営の健全性の回復を図るための措置(早期是正措置)がとられることになります。 

生命保険会社３社のソルベンシー・マージン比率については、平成19年３月31日現在、太

陽生命1,100.4％、大同生命1,320.6％、Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命1,189.7％となっており

ます。 

    （以下略） 

 

 

（訂正後） 

ソルベンシー・マージンは、大地震や株の大暴落等、通常の予測を超えて発生するリス

クに対応するための財務的な余裕である「支払余力」を意味しております。生命保険会社

は、将来の保険金等の支払いに備えて通常予測できる範囲のリスクについては、責任準備

金を積み立てて対応しておりますが、ソルベンシー・マージンは、これを超えるリスクへ

の備えとなります。ソルベンシー・マージン比率は、「ソルベンシー・マージン総額」(純

資産の部合計、価格変動準備金、危険準備金、一般貸倒引当金等)を、通常の予測を超えて

発生するリスクを計量化した「リスクの合計額」の２分の１で割ることにより算出される

比率であります。 

生命保険会社のソルベンシー・マージン比率が200％を下回った場合には、監督当局から

早期に経営の健全性の回復を図るための措置(早期是正措置)がとられることになります。 

生命保険会社３社のソルベンシー・マージン比率については、平成19年３月31日現在、太

陽生命1,100.4％、大同生命1,320.4％、Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命1,189.7％となっており

ます。 

（以下略） 

 



ファイル名:0001010_0426300141906.doc 更新日時:2010/05/19 9:51 印刷日時:2010/05/199:51 

   

オ 実質純資産額 

   （訂正前） 

実質純資産額とは、貸借対照表の資産を基礎として計算した額(有価証券・不動産等について

一定の時価評価を行ったもの)から負債を基礎として計算した額(負債の額から価格変動準備

金・危険準備金等の額を差し引いた額)を控除した金額をいい、監督当局による早期是正措置に

おいて、実質的な債務超過の判定基準として用いられる純資産額であります。実質純資産額が

マイナス又はマイナスと見込まれる場合には、金融庁長官は業務の全部又は一部の停止を命じ

ることができます。 

生命保険会社３社の実質純資産額については、平成19年３月31日現在、太陽生命8,346億円、

大同生命1兆1,096億円、Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命635億円となっております。 

（以下略） 

 

 

（訂正後） 

実質純資産額とは、貸借対照表の資産を基礎として計算した額(有価証券・不動産等について

一定の時価評価を行ったもの)から負債を基礎として計算した額(負債の額から価格変動準備

金・危険準備金等の額を差し引いた額)を控除した金額をいい、監督当局による早期是正措置に

おいて、実質的な債務超過の判定基準として用いられる純資産額であります。実質純資産額が

マイナス又はマイナスと見込まれる場合には、金融庁長官は業務の全部又は一部の停止を命じ

ることができます。 

生命保険会社３社の実質純資産額については、平成19年３月31日現在、太陽生命8,346億円、

大同生命1兆1,095億円、Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命635億円となっております。 

   （以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ファイル名:0001010_0426300141906.doc 更新日時:2010/05/19 9:51 印刷日時:2010/05/199:51 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（3）生命保険会社３社の契約業績等（単体）の分析 

  ②その他重要事項 

   （訂正前） 

   （略） 

   ｂ 大同生命 

当事業年度の基礎利益は、1,257億円(前期比30.9％増)となりました。また、前事業年度の

逆ざや293億円から順ざや83億円に転じました。 

ソルベンシー・マージン比率は当事業年度末で1,320.6％（前事業年度末は1,254.4％）と

なりました。また、実質純資産額は当事業年度末で1兆1,096億円（前事業年度末は1兆623億

円）となりました。 

（略） 

（当連結会計年度末（平成19年３月31日）のソルベンシー・マージン比率の状況） 

太陽生命 大同生命 
Ｔ＆Ｄ 

フィナンシャル生命 区分 
当連結 

会計年度末
前期比増減
（ポイント）

当連結 
会計年度末

前期比増減
（ポイント） 

当連結 
会計年度末 

前期比増減
（ポイント）

ソルベンシー・マージン比率 1,100.4% 55.2 1,320.6% 66.2 1,189.7% △722.1

 

（当連結会計年度末（平成19年３月31日）の実質純資産額の状況） 

合算 太陽生命 大同生命 
Ｔ＆Ｄ 

フィナンシャル生命
区分 当連結 

会計年度末 
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

当連結 
会計年度末
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

当連結 
会計年度末
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

当連結 
会計年度末 
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

実質純資産額 20,078 1,233 8,346 770 11,096 473 635 △10

   （以下略） 
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（訂正後） 

（略） 

ｂ 大同生命 

当事業年度の基礎利益は、1,257億円(前期比30.9％増)となりました。また、前事業年度の

逆ざや293億円から順ざや83億円に転じました。 

ソルベンシー・マージン比率は当事業年度末で1,320.4％（前事業年度末は1,254.4％）と

なりました。また、実質純資産額は当事業年度末で1兆1,095億円（前事業年度末は1兆623億

円）となりました。 

 （略） 

（当連結会計年度末（平成19年３月31日）のソルベンシー・マージン比率の状況） 

太陽生命 大同生命 
Ｔ＆Ｄ 

フィナンシャル生命 区分 
当連結 

会計年度末
前期比増減
（ポイント）

当連結 
会計年度末

前期比増減
（ポイント） 

当連結 
会計年度末 

前期比増減
（ポイント）

ソルベンシー・マージン比率 1,100.4% 55.2 1,320.4% 66.0 1,189.7% △722.1

 

（当連結会計年度末（平成19年３月31日）の実質純資産額の状況） 

合算 太陽生命 大同生命 
Ｔ＆Ｄ 

フィナンシャル生命
区分 当連結 

会計年度末 
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

当連結 
会計年度末
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

当連結 
会計年度末
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

当連結 
会計年度末 
(億円) 

前期比 
増減額 
(億円) 

実質純資産額 20,076 1,232 8,346 770 11,095 471 635 △10

   （以下略） 

 




